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１
．は
じ
め
に

　

１
９
９
０
年
代
に
世
界
の
耳
目
を
集
め
「
東

ア
ジ
ア
の
奇
跡
」（
世
界
銀
行
）
と
も
表
現
さ

れ
た
東
ア
ジ
ア
地
域
の
急
激
な
経
済
発
展
は
、

長
ら
く
こ
の
地
域
を
特
徴
付
け
て
き
た
「
ア
ジ

ア
的
停
滞
」
論
を
一
掃
し
た
だ
け
で
は
な
く
、

「
奇
跡
的
な
」
経
済
成
長
に
と
も
な
う
様
々
な

環
境
問
題
へ
の
対
処
と
い
う
新
た
な
課
題
を
も

提
起
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　

東
ア
ジ
ア
で
唯
一
の
先
進
国
で
あ
る
日
本
は
、

１
９
８
０
年
代
よ
り
Ｏ
Ｄ
Ａ
（
政
府
開
発
援
助
）

を
急
増
さ
せ
、
そ
の
主
要
分
野
は
途
上
国
の
環

境
問
題
の
解
決
支
援
を
目
的
と
し
た
国
際
環
境

協
力
で
あ
っ
た
。
こ
う
し
た
日
本
の
国
際
環
境

協
力
は
、
１
９
９
０
年
代
に
入
る
と
、
日
本
と

タ
イ
、
日
本
と
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
日
本
と
中
国

と
い
っ
た
2
国
間
協
力
（
バ
イ
）
か
ら
次
第
に

東
ア
ジ
ア
に
お
け
る
地
域
環
境
協
力
体
制
（
マ

ル
チ
）
の
構
築
と
い
っ
た
方
向
へ
進
み
だ
し
た
。

そ
の
典
型
的
な
事
例
が
東
ア
ジ
ア
の
地
域
環
境

協
力
の
先
駆
的
な
取
り
組
み
と
し
て
評
価
さ
れ

て
い
る
東
ア
ジ
ア
酸
性
雨
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（A

cid Deposition M
onitoring 

Netw
ork in East A

sia

、
以
下
Ｅ
Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｔ
）

で
あ
る
（
安
藤
２
０
０
６
、
宮
崎
２
０
０
７
）。

　

本
稿
は
、
東
ア
ジ
ア
に
お
け
る
地
域
環
境
協

力
の
現
状
と
将
来
の
方
向
性
を
検
討
す
る
た

め
、
筆
者
ら
が
研
究
開
発
し
て
き
た
「
社
会
的

能
力
の
形
成
と
制
度
変
化
」
ア
プ
ロ
ー
チ
（
松

岡
２
０
０
４
、 M

atsuoka 2007

）
を
応
用
し

た
「
地
域
環
境
協
力
の
進
化
モ
デ
ル
」
と
い
う

仮
説
に
基
づ
き
、
Ｅ
Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｔ
を
分
析
・
評
価

す
る
。
そ
の
際
、
地
域
環
境
協
力
レ
ジ
ー
ム
の

形
成
が
進
む
欧
州
を
中
心
と
し
た
長
距
離
越
境

大
気
汚
染
防
止
条
約
（Convention on Long-

range Trans-boundary A
ir Pollution

、
以

下
Ｌ
Ｒ
Ｔ
Ａ
Ｐ
）
と
比
較
す
る
こ
と
に
よ
り
、

日
本
の
国
際
環
境
協
力
の
あ
り
方
や
「
東
ア
ジ

ア
環
境
共
同
体
」
形
成
へ
の
示
唆
・
教
訓
を
導

出
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。

　

本
稿
の
構
成
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。
ま

ず
2
に
お
い
て
、
東
ア
ジ
ア
地
域
の
環
境
問
題

の
特
徴
を
明
ら
か
に
す
る
。
続
い
て
3
で
、
こ

う
し
た
問
題
を
論
じ
る
際
に
使
用
さ
れ
る
「
地

域
統
合
」、「
地
域
環
境
レ
ジ
ー
ム
」、「
地
域
環

境
共
同
体
」
な
ど
の
様
々
な
関
連
用
語
の
定
義

を
行
い
、
概
念
の
交
通
整
理
を
行
い
、
本
稿
の

方
法
論
的
仮
説
で
あ
る
「
地
域
環
境
協
力
の
進

化
モ
デ
ル
」
を
提
示
す
る
。
4
と
5
で
は
欧
州

を
中
心
と
し
た
Ｌ
Ｒ
Ｔ
Ａ
Ｐ
と
東
ア
ジ
ア
に
お

け
る
Ｅ
Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｔ
の
発
展
過
程
を
概
観
す
る
。

6
で
は
「
地
域
環
境
協
力
の
進
化
モ
デ
ル
」
に

基
づ
き
、
Ｌ
Ｒ
Ｔ
Ａ
Ｐ
と
Ｅ
Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｔ
の
発
展

（
進
化
）
ス
テ
ー
ジ
の
評
価
と
比
較
を
行
う
。

さ
ら
に
、
筆
者
は
「
東
ア
ジ
ア
環
境
共
同
体
」

と
い
う
用
語
を
使
用
し
て
い
る
が
、
こ
う
し
た

用
語
を
使
用
す
る
こ
と
は
、
当
然
な
が
ら
、「
東

ア
ジ
ア
共
同
体
」
の
議
論
と
ど
の
よ
う
に
関
係

す
る
の
か
？　

と
い
う
問
い
が
発
せ
ら
れ
る
で

あ
ろ
う
。
こ
の
点
を
本
稿
の
最
後
の
7
に
お
い

て
論
じ
、
本
稿
の
ま
と
め
と
す
る
。

２
．「
東
ア
ジ
ア
の
奇
跡
」と
環
境
問
題

　

東
ア
ジ
ア
の
急
激
な
経
済
成
長
は
、
し
ば
し

ば
「
圧
縮
型
工
業
化
」
と
特
徴
付
け
ら
れ
、
西

欧
諸
国
が
１
０
０
年
単
位
で
達
成
し
た
工
業
化

プ
ロ
セ
ス
を
数
十
年
に
圧
縮
し
た
結
果
、
硫
黄

酸
化
物
（
Ｓ
Ｏ
ｘ
）
や
窒
素
酸
化
物
（
Ｎ
Ｏ
ｘ
）

な
ど
に
よ
る
大
気
汚
染
や
カ
ド
ミ
ウ
ム
な
ど
の

重
金
属
や
生
活
排
水
に
よ
る
水
質
汚
濁
と

い
っ
た
工
業
型
環
境
問
題
が
深
刻
化
し
た
。
圧

縮
型
工
業
化
の
プ
ロ
セ
ス
は
、
空
間
形
態
と
し

て
は
「
爆
発
的
都
市
化
」
と
し
て
現
れ
、
生
活

様
式
も
大
量
消
費
型
に
変
化
し
、
必
然
的
に
廃

棄
物
問
題
な
ど
の
都
市
型
環
境
問
題
も
重
大
な

問
題
と
な
っ
て
い
る
。

　

重
要
な
こ
と
は
、
東
ア
ジ
ア
の
工
業
化
に
と

も
な
う
大
気
汚
染
や
水
質
汚
濁
な
ど
の
工
業
型

環
境
問
題
や
都
市
化
に
と
も
な
う
廃
棄
物
問
題

と
い
う
都
市
型
環
境
問
題
と
い
っ
た
ブ
ラ
ウ
ン

系
環
境
問
題
の
裏
側
に
は
、
農
村
や
自
然
環
境

の
荒
廃
と
い
う
グ
リ
ー
ン
系
環
境
問
題
が
存
在

す
る
と
同
時
に
、
都
市
や
農
村
の
貧
困
に
と
も

な
う
安
全
な
飲
料
水
の
欠
如
と
い
っ
た
貧
困
型

環
境
問
題
が
存
在
す
る
点
で
あ
る
。
さ
ら
に
、

東
ア
ジ
ア
地
域
は
資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
不
効

率
な
大
量
消
費
に
と
も
な
い
、
Ｃ
Ｏ
2
な
ど
の

温
暖
化
効
果
ガ
ス
（
Ｇ
Ｈ
Ｇ
ｓ
）
の
大
量
排
出

な
ど
に
よ
り
、
地
球
環
境
問
題
の
主
要
な
原
因

地
域
と
な
っ
て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
な
貧
困
型
環
境
問
題
、
工
業
型
環

境
問
題
、
都
市
型
環
境
問
題
、
自
然
環
境
問
題
、

地
球
環
境
問
題
は
、
西
欧
先
進
国
で
は
ほ
ぼ
歴

史
的
に
順
々
に
経
験
し
、
克
服
し
て
き
た
環
境

問
題
で
あ
る
が
（
も
ち
ろ
ん
地
球
環
境
問
題
な

東アジア共同体と
環境問題

日
本
の
国
際
環
境
協
力
と

東
ア
ジ
ア
共
同
体

松
岡 

俊
二（
早
稲
田
大
学
大
学
院
ア
ジ
ア
太
平
洋
研
究
科
教
授
）

ま
つ
お
か 

し
ゅ
ん
じ　

京
都
大
学
大
学
院
経
済
学
研
究
科
博
士
後
期
課
程
研
究
指
導
認
定
退
学
。博
士

（
学
術
）。専
門
は
環
境
経
済
学
、環
境
政
策
論
、国
際
開
発
協
力
政
策
論
な
ど
。広
島
大
学
大
学
院
国
際
協
力

研
究
科
教
授
な
ど
を
経
て
現
職
。共
編
に『
国
際
開
発
研
究
：
自
立
的
発
展
へ
向
け
た
新
た
な
挑
戦
』な
ど
。

日本の国際環境協力と東アジア共同体
松岡 俊二（早稲田大学大学院アジア太平洋研究科教授）

中国の大気汚染：現状と問題点
姚 憶江（『南方週末』記者）

水素エネルギーモデル社会の構築
─ワセダの取り組み─
勝田 正文（早稲田大学大学院環境・エネルギー研究科教授）

迫りくる開発と保護
─森と密接に結びついたセラム島山地民の暮らし─
笹岡 正俊（財団法人自然環境研究センター研究員）

1990 年代の「東アジアの奇跡」は、急速な経済発展とともに今日に続

く環境問題をもたらした。しかしそれに対する東アジア各国・地域の対

処の力は十分とは言えない。優れた環境技術を持つ日本は、どのように

して各国・地域と環境保全のために協力すべきか。またその協力のなか

から、東アジア共同体の可能性が見えてくるのか。中国、日本、インド

ネシアの環境問題、対策の実例を踏まえ、アジアの環境問題の現状を探る。
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ど
先
進
国
だ
け
で
は
克
服
で
き
な
い
問
題
が
あ

る
が
）、
東
ア
ジ
ア
で
は
こ
う
し
た
環
境
問
題

が
ほ
ぼ
同
時
に
あ
ら
わ
れ
、
問
題
が
相
互
に
複

雑
に
絡
み
合
っ
て
い
る
点
が
大
き
な
特
徴
で
あ

る
。
経
済
史
研
究
の
大
家
・
大
塚
久
雄
の
言
葉

を
借
り
れ
ば
（
大
塚
久
雄
１
９
６
９
）、
東
ア

ジ
ア
の
環
境
問
題
は
「
横
倒
し
」
の
環
境
問
題

な
の
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
単
純
に
日
本
の
経

験
・
技
術
・
知
識
を
途
上
国
に
応
用
・
移
転
す

れ
ば
問
題
が
解
決
す
る
と
い
う
も
の
で
は
な
い

が
、
こ
の
地
域
の
唯
一
の
先
進
国
で
あ
る
日
本

が
Ｏ
Ｄ
Ａ
（
政
府
開
発
援
助
）
な
ど
を
活
用
し
、

東
ア
ジ
ア
途
上
国
に
対
し
て
国
際
環
境
協
力
を

推
進
し
て
き
た
こ
と
は
必
要
か
つ
妥
当
な
こ
と

で
あ
っ
た
。

３
．地
域
環
境
協
力
と

	

地
域
統
合
の
進
化
モ
デ
ル

　

地
域
に
お
け
る
環
境
協
力
を
考
察
す
る
際
、

関
連
す
る
概
念
と
し
て
「
地
域
統
合
」、「
地
域

環
境
協
力
」、「
地
域
環
境
レ
ジ
ー
ム
」、「
地
域

環
境
政
策
協
調
」、「
地
域
環
境
ガ
バ
ナ
ン
ス
」、

「
地
域
環
境
共
同
体
」
な
ど
が
あ
る
。
本
稿
は
、

環
境
面
に
お
け
る
「
地
域
統
合
」
を
進
め
、「
環

境
共
同
体
」
を
形
成
す
る
た
め
に
は
、「
地
域

環
境
協
力
」
を
基
盤
と
し
、
各
国
に
お
け
る
社

会
的
環
境
管
理
能
力
の
形
成
を
進
め
、「
政
策

協
調
」
や
「
環
境
レ
ジ
ー
ム
」
へ
到
達
す
る
こ

と
が
必
要
で
あ
る
と
の
仮
説
に
立
つ
。

　
「
地
域
統
合
」に
は
経
済
統
合
、社
会
統
合（
環

境
面
で
の
統
合
を
含
む
）、政
治
統
合
な
ど
様
々

な
側
面
が
あ
る
が
、
経
済
統
合
は
バ
ラ
ッ
サ
な

ど
の
研
究
に
よ
れ
ば
、
⑴
自
由
貿
易
協
定
、
⑵

関
税
同
盟
、
⑶
共
同
市
場
、
⑷
経
済
同
盟
、
⑸

超
国
家
的
機
関
の
設
置
と
い
う
5
段
階
を
持
つ

と
さ
れ
て
お
り（
都
丸
・
石
井
２
０
０
７
）、「
環

境
面
に
お
け
る
地
域
統
合
」
も
何
ら
か
の
発
展

段
階
を
仮
定
す
る
こ
と
が
可
能
と
考
え
ら
れ
る
。

　

こ
う
し
た
「
環
境
面
に
お
け
る
地
域
統
合
」

を
進
め
る
基
本
的
な
形
と
し
て
「
地
域
環
境
協

力
」
が
位
置
づ
く
。「
地
域
環
境
協
力
」
に
は
、

環
境
Ｏ
Ｄ
Ａ
な
ど
に
よ
る
２
国
間
あ
る
い
は
多

国
間
の
⑴
情
報
交
換
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形
成
、

⑵
政
策
対
話
、
⑶
技
術
協
力
、
⑷
共
同
・
協
力

的
な
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
や
環
境
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
の
実
施
等
の
様
々
な
形
態
が
含
ま
れ
る
。

「
地
域
環
境
レ
ジ
ー
ム
」
は
「
環
境
面
に
お
け

る
地
域
統
合
」
の
発
展
し
た
形
態
で
あ
り
、「
地

域
環
境
協
力
」
が
条
約
や
国
際
機
関
の
設
置
な

ど
に
よ
り
何
ら
か
の
フ
ォ
ー
マ
ル
な
制
度
化
が

行
わ
れ
、
地
域
レ
ベ
ル
で
の
社
会
的
環
境
管
理

シ
ス
テ
ム
が
形
成
さ
れ
た
こ
と
を
意
味
す
る
。

ま
た
「
地
域
環
境
政
策
協
調
」
と
は
、
一
般
に
、

複
数
の
主
権
国
家
が
共
通
の
環
境
目
標
や
政
策

を
達
成
す
る
た
め
に
実
行
す
る
集
団
的
行
動
を

さ
し
、「
地
域
環
境
協
力
」
の
進
化
し
た
形
態

で
あ
り
、「
地
域
環
境
レ
ジ
ー
ム
」
の
形
成
と

並
行
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

　

地
域
環
境
政
策
協
調
や
地
域
環
境
レ
ジ
ー
ム

の
形
成
た
め
に
は
、
政
府
間
レ
ベ
ル
だ
け
で
な

く
地
域
各
国
の
企
業
間
や
市
民
社
会
間
の
協
調

関
係
の
構
築
、
換
言
す
れ
ば
、
共
通
の
環
境
問

題
に
対
処
す
る
社
会
的
環
境
管
理
能
力
の
形
成

（
地
域
環
境
ガ
バ
ナ
ン
ス
）
が
必
要
で
あ
る
と

考
え
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
「
地
域
環
境
共
同

体
」
と
は
、「
地
域
に
お
け
る
社
会
的
環
境
管

理
能
力
の
形
成
（
地
域
環
境
ガ
バ
ナ
ン
ス
）」

を
基
礎
と
し
て
、
地
域
環
境
レ
ジ
ー
ム
を
形
成

し
、
地
域
の
共
通
環
境
政
策
を
実
施
す
る
体
制

と
し
て
定
義
さ
れ
る
。

　

図
1
に
、「
社
会
的
能
力
の
形
成
と
制
度
変
化
」

ア
プ
ロ
ー
チ
（
松
岡
２
０
０
４
、M

atsuoka 2007

）

に
基
づ
き
、
環
境
面
に
お
け
る
地
域
統
合
の
発

展
プ
ロ
セ
ス
を
、
地
域
環
境
協
力
を
第
1
ス

テ
ー
ジ
と
し
、
地
域
に
お
け
る
社
会
的
環
境
管

理
能
力
の
形
成
（
地
域
環
境
ガ
バ
ナ
ン
ス
）
を

第
2
ス
テ
ー
ジ
と
位
置
づ
け
る
こ
と
で
、
第
3

ス
テ
ー
ジ
に
地
域
環
境
政
策
協
調
や
地
域
環
境

レ
ジ
ー
ム
が
形
成
さ
れ
、
地
域
環
境
共
同
体
へ

と
進
化
す
る
と
い
う
仮
説
モ
デ
ル
を
示
し
た
。

こ
の
進
化
モ
デ
ル
を
用
い
て
、
Ｌ
Ｒ
Ｔ
Ａ
Ｐ
と

Ｅ
Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｔ
と
い
う
2
つ
の
地
域
環
境
協
力
が

ど
の
位
置
に
あ
る
の
か
を
分
析
・
評
価
す
る
こ

と
に
よ
っ
て
、
今
後
の
東
ア
ジ
ア
地
域
に
お
け

る
環
境
共
同
体
の
形
成
の
あ
り
方
や
問
題
点
を

考
察
す
る
。

４
．欧
州
に
お
け
る
Ｌ
Ｒ
Ｔ
Ａ
Ｐ
の
発
展
過
程

　

本
節
で
は
、
最
も
成
功
し
た
地
域
環
境
協
力

レ
ジ
ー
ム
と
い
わ
れ
て
い
る
欧
州
を
中
心
と
し

た
Ｌ
Ｒ
Ｔ
Ａ
Ｐ
（
長
距
離
越
境
大
気
汚
染
防
止

条
約
）
の
発
展
過
程
を
概
観
す
る
。

　

１
９
６
０
年
代
後
半
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
科

学
者
は
湖
沼
等
の
酸
性
化
は
降
雨
か
ら
も
た
ら

さ
れ
る
硫
酸
・
硝
酸
が
原
因
で
あ
り
、
こ
れ
ら

は
他
の
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
諸
国
の
化
石
燃
料
の
燃
焼

に
よ
っ
て
排
出
さ
れ
て
い
る
と
結
論
付
け
た
。

１
９
７
２
年
の
国
連
人
間
環
境
会
議
（
ス
ト
ッ

ク
ホ
ル
ム
会
議
）
で
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
政
府
は

越
境
大
気
汚
染
に
対
す
る
懸
念
を
提
起
し
、
Ｏ

Ｅ
Ｃ
Ｄ
（
経
済
協
力
開
発
機
構
）
へ
調
査
が
依

頼
さ
れ
た
。
１
９
７
７
年
に
は
、
大
気
汚
染
を

排
出
す
る
国
（
イ
ギ
リ
ス
、
西
ド
イ
ツ
な
ど
）

と
酸
性
雨
の
影
響
を
受
け
る
国
（
北
欧
）
と
の

因
果
関
係
の
科
学
的
解
明
が
進
み
、
ま
た
排
出

国
で
あ
る
イ
ギ
リ
ス
、
西
ド
イ
ツ
に
お
い
て
も

酸
性
雨
に
よ
る
「
黒
い
森
」
の
被
害
な
ど
が
明

ら
か
と
な
り
、
2
年
後
に
は
Ｌ
Ｒ
Ｔ
Ａ
Ｐ
が
締

結
さ
れ
た
。

　

Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｃ
Ｅ
（
国
連
欧
州
経
済
委
員
会
）
に

よ
る
と
（
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｃ
Ｅ 

２
０
０
８
）、
１
９
７

９
年
の
Ｌ
Ｒ
Ｔ
Ａ
Ｐ
締
結
（
当
初
32
カ
国
、
１

９
８
３
年
発
効
）
後
、
現
在
で
は
ヨ
ー
ロ
ッ
パ

諸
国
を
中
心
に
米
国
、
カ
ナ
ダ
な
ど
51
カ
国
が

Ｌ
Ｒ
Ｔ
Ａ
Ｐ
に
加
盟
し
、
研
究
協
力
と
政
策
協

調
を
通
じ
て
Ｕ
Ｎ
Ｅ
Ｃ
Ｅ
地
域
に
お
け
る
主
要

な
大
気
汚
染
問
題
に
取
り
組
ん
で
い
る
。
Ｌ
Ｒ

Ｔ
Ａ
Ｐ
レ
ジ
ー
ム
は
条
約
を
基
軸
制
度
と
し
、

8
つ
の
議
定
書
（
表
１
参
照
）
に
よ
っ
て
補
完

さ
れ
て
い
る
。
補
完
制
度
の
中
で
も
、
Ｌ
Ｒ
Ｔ

Ａ
Ｐ
が
締
結
さ
れ
る
2
年
前
で
あ
る
１
９
７
７

年
に
設
立
さ
れ
た
欧
州
環
境
監
視
評
価
計
画

（
Ｅ
Ｍ
Ｅ
Ｐ
）
は
科
学
的
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
、
汚

染
の
因
果
関
係
の
評
価
、
情
報
共
有
と
い
っ
た

点
で
重
要
で
あ
る
（
Ｅ
Ｍ
Ｅ
Ｐ
議
定
書
は
１
９

８
４
年
採
択
、
１
９
８
８
年
発
効
）。

　

Ｅ
Ｍ
Ｅ
Ｐ
の
目
的
は
、
越
境
大
気
汚
染
の
情

報
を
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
分
析
・
評
価
し
、
そ
の

結
果
を
政
府
に
伝
え
る
こ
と
で
あ
る
。
そ
の
た

め
Ｅ
Ｍ
Ｅ
Ｐ
は
、
参
加
国
と
3
つ
の
機
能
グ

ル
ー
プ
に
よ
っ
て
運
営
さ
れ
て
い
る
。
観
測
方

法
は
、
Ｅ
Ｍ
Ｅ
Ｐ
が
定
め
た
観
測
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
に
従
い
、
各
国
の
観
測
機
関
に
よ
っ
て
行
わ

れ
て
い
る
。
Ｅ
Ｍ
Ｅ
Ｐ
財
政
は
Ｅ
Ｍ
Ｅ
Ｐ
議
定

書
に
よ
り
、
国
連
分
担
率
を
基
準
と
し
た
各
国

の
資
金
貢
献
が
規
定
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
Ｅ

Ｍ
Ｅ
Ｐ
の
特
徴
の
一
つ
と
し
て
情
報
公
開
が
あ

る
。
冷
戦
時
代
に
お
い
て
も
、
し
ば
し
ば
戦
略

的
に
重
要
と
な
り
う
る
デ
ー
タ
で
も
Ｅ
Ｍ
Ｅ
Ｐ

セ
ン
タ
ー
で
活
用
さ
れ
て
い
た
し
、
そ
れ
ら
の

デ
ー
タ
は
大
気
汚
染
モ
デ
ル
や
評
価
に
利
用
さ

れ
た
。
Ｅ
Ｍ
Ｅ
Ｐ
の
作
成
し
た
分
析
・
評
価
基

準
は
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
諸
国
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
機

関
の
基
準
と
な
り
、
デ
ー
タ
の
使
用
方
法
や
大

気
質
の
評
価
方
法
を
各
国
の
環
境
省
や
研
究
所

が
共
通
化
し
、
地
域
全
体
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
能

力
の
向
上
に
寄
与
し
た
。

　

こ
う
し
た
Ｅ
Ｍ
Ｅ
Ｐ
の
活
動
に
基
づ
く
科
学

的
知
見
を
基
礎
と
し
て
、
硫
黄
酸
化
物
（
Ｓ
Ｏ

ｘ
）
排
出
に
関
し
て
は
、
ヘ
ル
シ
ン
キ
議
定
書

や
オ
ス
ロ
議
定
書
に
基
づ
き
、
１
９
８
０
年
か

ら
２
０
０
０
年
に
か
け
て
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
全
体
で

70
％
の
削
減
に
成
功
し
た
。
90
％
を
超
え
る
大

幅
削
減
に
成
功
し
た
国
に
は
オ
ー
ス
ト
リ
ア
、

ド
イ
ツ
、
ス
イ
ス
、
そ
の
他
の
北
欧
諸
国
が
あ

る
。
ま
た
、
東
南
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
諸
国
で
も
、

40
％
の
汚
染
削
減
に
成
功
し
た
の
で
あ
る
（
Ｕ

Ｎ
Ｅ
Ｃ
Ｅ 

２
０
０
８
）。

５
．東
ア
ジ
ア
に
お
け
る

	

Ｅ
Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｔ
の
発
展
過
程

　

本
節
で
は
、
東
ア
ジ
ア
に
お
け
る
地
域
環
境

協
力
の
先
駆
的
事
例
で
あ
る
Ｅ
Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｔ
（
東

ア
ジ
ア
酸
性
雨
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）
の
発
展
過
程

を
概
観
す
る
。

　

日
本
の
環
境
庁
（
当
時
）
は
、
１
９
７
０
年

代
の
公
害
克
服
を
経
て
、
１
９
８
０
年
代
に
入

る
と
環
境
政
策
の
新
た
な
方
向
を
模
索
し
、
１

９
８
３
年
か
ら
酸
性
雨
に
関
す
る
国
内
モ
ニ
タ

リ
ン
グ
を
開
始
し
た
（
裾
野
２
０
０
６
）。
こ

う
し
た
酸
性
雨
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
東
ア
ジ
ア
地

域
へ
と
拡
大
す
べ
く
、
環
境
庁
は
１
９
９
１
年

に
Ｅ
Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｔ
構
想
を
提
唱
し
た
。
１
９
９
３

年
か
ら
4
回
の
専
門
家
会
議
を
開
催
し
、
１
９

９
８
年
か
ら
約
2
年
半
の
試
行
期
間
を
経
て
、

Ｅ
Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｔ
は
２
０
０
１
年
か
ら
本
格
稼
動
す

る
こ
と
と
な
っ
た
（
Ｅ
Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｔ 

２
０
０
８
）。

　

現
在
の
Ｅ
Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｔ
に
は
東
ア
ジ
ア
の
13
カ

国
（
中
国
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
日
本
、
マ
レ
ー

シ
ア
、
モ
ン
ゴ
ル
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
、
ロ
シ
ア
、

韓
国
、
タ
イ
、
ベ
ト
ナ
ム
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
、
ラ

オ
ス
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
）
が
参
加
し
て
い
る
。
Ｅ

Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｔ
の
目
的
は
、
⑴
東
ア
ジ
ア
に
お
け
る

酸
性
雨
問
題
の
状
況
に
関
す
る
共
通
理
解
を
形

成
す
る
こ
と
、
⑵
酸
性
雨
に
よ
る
環
境
へ
の
悪

影
響
を
防
ぐ
た
め
の
政
策
決
定
に
有
益
な
情
報

を
提
供
す
る
こ
と
、
⑶
酸
性
雨
問
題
に
関
す
る

参
加
国
間
の
協
力
を
推
進
す
る
こ
と
で
あ
る
。

大
気
汚
染
物
質
の
削
減
を
目
的
と
す
る
Ｌ
Ｒ
Ｔ

Ａ
Ｐ
と
は
異
な
り
、
Ｅ
Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｔ
の
目
的
は
モ

ニ
タ
リ
ン
グ
で
あ
る
。
ま
た
、
Ｅ
Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｔ
は

Ｌ
Ｒ
Ｔ
Ａ
Ｐ
の
よ
う
な
条
約
に
基
づ
く
制
度
で

は
な
く
、
政
府
間
会
合
が
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
意

思
決
定
機
関
で
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
実
施
体
制

を
サ
ポ
ー
ト
す
る
科
学
諮
問
委
員
会
が
設
置
さ

れ
た
ほ
か
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
支
援
す
る
た
め

の
組
織
と
し
て
事
務
局
（
バ
ン
コ
ク
）
と
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
・
セ
ン
タ
ー
（
酸
性
雨
研
究
セ
ン

1st Stage

2st Stage

3st Stage

地域環境
政策協調

ＣＦ

Ｇ

ＣＦ

ＧＣＦ

Ｇ

地域における社会的環境管理能力の形成
（環境ガバナンス）

地域環境協力（環境ODAを含む）

■2国間から多国間
■公から公民連携
■垂直的関係から水平的関係

注）Ｇ、Ｆ、Ｃはそれぞれ社会的アクターとしての政府、企業、市民社会を示す。
出所：Matsuoka（2007）より作成。

地域環境
レジーム

図 1　地域環境協力と地域統合の進化モデル

参考文献／安藤博（2006）、「EANET ─東アジア共同体の先駆的連帯」、東海大学平和戦略国際研究所（編）『東アジアに「共同体」はできるか』社会評論社、 
pp.189-200 ／ EANET（2008）、Acid Deposition Monitoring Network in East Asia、http://www.eanet.cc/jpn/、（2008 年 5 月 11 日）／遠藤乾（2008）、『ヨーロッ
パ統合史』、名古屋大学出版会／松岡俊二・朽木昭文（編）（2003）、『アジ研トピックレポート No.50：アジアにおける社会的環境管理能力の形成：ヨハネスブ
ルク ･ サミット後の日本の環境 ODA 政策』、アジア経済研究所／松岡俊二（編）（2004）、『国際開発研究』、東洋経済新報社

表 1　LRTAP の発展過程

1979 年 長距離越境大気汚染条約（LRTAP）締結。1983 年発効。

1984 年
欧州における大気汚染物質の広域移流を監視し、評価するための協力計画

（European Monitoring Evaluation Program: EMEP）に対する長期的な資金
供与に関して定めた EMEP 議定書。1988 年 1 月 28 日発効。42 カ国批准。

1985 年 硫黄酸化物排出または越境移流の最低 30 パーセント削減に関するヘルシ
ンキ議定書。1987 年 9 月 2 日発効。23 カ国批准。

1988 年 窒素酸化物排出規制とその越境移動に関するソフィア議定書。1991 年 2
月 14 日発効。32 カ国批准。

1991 年 揮発性有機化合物（Volatile Organic Compounds: VOC）削減に関する議定
書。1997 年 9 月 29 日発効。23 カ国が批准。

1994 年 硫黄酸化物の削減対策について国別に削減目標量を定めたオスロ議定書。
1998 年 8 月 5 日発効。27 カ国批准。

1998 年 重金属汚染対策議定書。2003 年 12 月 29 日発効。29 カ国批准。

1999 年 POPs 議定書、酸性化・富栄養化・地上レベルオゾン低減議定書。2005
年 5 月 17 日発効。24 カ国批准。

出所：UNECE（2008）などより作成。
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タ
ー
／
Ａ
Ｄ
Ｏ
Ｒ
Ｃ
、
新
潟
）
が
あ
る
。

　

Ｅ
Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｔ
が
実
施
し
て
い
る
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
の
技
術
面
に
お
い
て
は
、
⑴
Ｅ
Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｔ
が

カ
バ
ー
し
て
い
る
地
域
の
広
さ
か
ら
し
て
モ
ニ

タ
リ
ン
グ
・
ポ
イ
ン
ト
が
13
カ
国
で
47
カ
所
と

少
な
い
、
⑵
測
定
デ
ー
タ
の
信
頼
性
向
上
の
た

め
に
デ
ー
タ
の
Ｑ
Ａ
／
Ｑ
Ｃ
（
精
度
管
理
）
活

動
の
一
層
の
推
進
が
必
要
、
⑶
経
済
的
負
担
が

少
な
く
簡
易
で
普
及
し
や
す
い
測
定
手
法
の
開

発
な
ど
の
課
題
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
（
戸
塚
２

０
０
５
）。
資
金
面
で
は
、
２
０
０
３
年
に
開

催
さ
れ
た
第
5
回
政
府
間
会
合
（
Ｉ
Ｇ
５
）
に

お
い
て
２
０
０
５
年
か
ら｢

国
連
分
担
率
」
を

ベ
ー
ス
と
し
て
全
て
の
メ
ン
バ
ー
国
が
資
金
拠

出
を
す
る
こ
と
が
決
ま
り
、
中
国
・
韓
国
・
タ

イ
・
マ
レ
ー
シ
ア
の
限
定
的
拠
出
（
4
カ
国
で

全
体
の
10
％
程
度
の
負
担
）
は
行
わ
れ
る
よ
う

に
な
っ
た
が
、
現
在
も
日
本
が
ほ
と
ん
ど
の
Ｅ

Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｔ
運
営
資
金
の
負
担
を
行
っ
て
い
る
状

況
で
あ
る
（
表
3
参
照
）。

６
．進
化
モ
デ
ル
か
ら
み
た

	

Ｌ
Ｒ
Ｔ
Ａ
Ｐ
と
Ｅ
Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｔ
の
評
価

　

欧
州
で
越
境
型
大
気
汚
染
防
止
（
Ｌ
Ｒ
Ｔ
Ａ

Ｐ
）
レ
ジ
ー
ム
が
構
築
さ
れ
た
背
景
と
し
て

は
、
１
９
５
０
年
代
に
科
学
者
に
よ
る
知
的
協

力
関
係
と
い
う
科
学
的
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
形
成
さ
れ
、
１
９
６
０
年
代

に
酸
性
雨
被
害
の
原
因
究
明
が
行
わ
れ
た
こ
と

が
重
要
で
あ
る
。
Ｌ
Ｒ
Ｔ
Ａ
Ｐ
形
成
に
至
る
第

1
ス
テ
ー
ジ
（
図
1
に
お
け
る
地
域
環
境
協
力

の
形
成
）
は
、
こ
う
し
た
科
学
者
に
よ
る
水
平

的
・
国
際
的
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

が
構
築
さ
れ
た
１
９
５
０
年
代
お
よ
び
１
９
６

０
年
代
で
あ
る
。

　

第
2
ス
テ
ー
ジ
（
地
域
に
お
け
る
社
会
的
環

境
管
理
能
力
の
形
成
）
は
、
第
1
ス
テ
ー
ジ
に

お
け
る
酸
性
雨
の
原
因
物
質
や
因
果
関
係
に
関

す
る
科
学
的
証
明
を
踏
ま
え
、
各
国
が
そ
れ
ぞ

れ
の
大
気
汚
染
対
策
に
関
す
る
社
会
的
能
力
の

形
成
を
進
め
る
と
と
も
に
地
域
的
ア
プ
ロ
ー
チ

の
模
索
が
行
わ
れ
た
１
９
７
０
年
代
で
あ
る
。

　

第
3
ス
テ
ー
ジ
（
政
策
協
調
・
環
境
レ
ジ
ー

ム
）
で
あ
る
Ｌ
Ｒ
Ｔ
Ａ
Ｐ
成
立
で
は
、
2
つ
の

ス
テ
ッ
プ
が
区
別
さ
れ
る
。
第
1
ス
テ
ッ
プ

は
、
１
９
８
０
年
代
前
半
に
共
通
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
体
制
（
Ｅ
Ｍ
Ｅ
Ｐ
）
の
整
備
や
財
政
負
担
の

取
り
決
め
が
行
わ
れ
た
時
期
で
あ
り
、
第
2
ス

テ
ッ
プ
は
１
９
８
０
年
代
後
半
に
行
わ
れ
た
法

的
拘
束
力
の
あ
る
国
別
削
減
目
標
設
定
（
ヘ
ル

シ
ン
キ
議
定
書
な
ど
）
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

　

以
上
の
欧
州
に
お
け
る
Ｌ
Ｒ
Ｔ
Ａ
Ｐ
レ

ジ
ー
ム
の
成
立･

発
展
過
程
と
比
較
す
る
と
、

東
ア
ジ
ア
の
Ｅ
Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｔ
は
日
本
が
主
導
し
て

東
ア
ジ
ア
各
国
の
酸
性
雨
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
体
制

を
整
備
し
て
い
る
と
い
う
点
で
、
第
１
ス
テ
ー

ジ
の
地
域
環
境
協
力
の
第
2
ス
テ
ッ
プ
（
日
本

が
主
導
す
る
多
国
間
関
係
の
構
築
）
と
評
価
す

る
こ
と
が
で
き
る
。

　

以
上
か
ら
、
Ｅ
Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｔ
は
多
国
間
に
お
け

る
水
平
的
な
環
境
協
力
を
行
え
る
状
態
に
は
ま

だ
至
っ
て
い
な
い
と
評
価
で
き
る
。
ま
た
中
国

や
韓
国
は
、
Ｅ
Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｔ
の
法
的
拘
束
力
（
条

約
制
定
）
と
ス
コ
ー
プ
（
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
項
目
）

の
拡
大
の
両
方
に
対
し
て
消
極
的
な
立
場
を

取
っ
て
い
る
。

　

Ｅ
Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｔ
の
今
後
の
方
向
性
と
し
て
は
、

Ｅ
Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｔ
は
酸
性
雨
の
観
測
の
み
を
行
う
の
で

は
な
く
、
他
の
大
気
汚
染
物
質
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
、

す
な
わ
ち
ス
コ
ー
プ
の
拡
大
や
モ
デ
リ
ン
グ
、

そ
し
て
排
出
目
録
（Em

ission Inventory

）

を
作
成
す
る
こ
と
を
各
国
に
義
務
付
け
る
べ
き

で
あ
ろ
う
。
ま
た
、
Ｅ
Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｔ
の
計
画
に
対

し
て
、
消
極
的
な
態
度
を
取
り
続
け
る
中
国
・

韓
国
な
ど
を
今
後
い
か
に
巻
き
込
ん
で
い
く
の

か
が
東
ア
ジ
ア
地
域
の
環
境
共
同
体
を
確
立
す

る
上
で
の
重
要
課
題
で
あ
る
。

　

と
も
あ
れ
、
欧
州
に
お
け
る
Ｌ
Ｒ
Ｔ
Ａ
Ｐ
の

成
功
を
横
目
で
見
つ
つ
、
東
ア
ジ
ア
に
お
け
る

多
国
間
の
地
域
環
境
協
力
制
度
の
構
築
を
目
指

し
て
２
０
０
１
年
か
ら
本
格
稼
動
し
た
Ｅ
Ａ
Ｎ

Ｅ
Ｔ
の
今
後
の
（
短
期
的
な
）
進
化
の
可
能
性

に
は
懐
疑
的
に
な
ら
ざ
る
を
え
な
い
が
、
よ
り

根
本
的
に
は
、
東
ア
ジ
ア
に
お
け
る
地
域
環
境

協
力
の
あ
り
方
と
し
て
考
察
す
べ
き
論
点
が
さ

ら
に
幾
つ
か
存
在
す
る
。
最
後
に
こ
の
点
に
ふ

れ
て
、
本
稿
の
ま
と
め
と
し
た
い
。

７
．東
ア
ジ
ア
環
境
共
同
体
の
形
成
と

	

東
ア
ジ
ア
共
同
体
論

　

本
稿
で
論
じ
た
よ
う
な
東
ア
ジ
ア
に
お
け
る

環
境
共
同
体
の
形
成
を
論
じ
た
も
の
と
し
て
寺

西
ら
に
よ
る『
環
境
共
同
体
と
し
て
の
日
中
韓
』

（
寺
西
２
０
０
６
）
が
あ
る
。
寺
西
は
、
経
済

的
相
互
依
存
に
基
づ
く
圧
縮
型
工
業
化
に
よ
る

環
境
問
題
の
深
刻
化
は
、
地
域
の
環
境
コ
モ
ン

ズ
の
相
互
協
力
的
な
共
同
管
理
こ
そ
が
地
域
共

通
利
益
と
な
る
こ
と
を
示
す
も
の
で
あ
り
、
東

ア
ジ
ア
に
お
け
る
多
元
的
・
多
角
的
か
つ
重
層

的
な
環
境
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
と
そ
の
た
め

の
市
民
社
会
の
エ
ン
パ
ワ
ー
メ
ン
ト
の
発
展
が

課
題
で
あ
る
と
し
て
い
る
。
寺
西
の
主
張
は
大

筋
に
お
い
て
首
肯
し
う
る
も
の
で
あ
る
が
、
そ

こ
に
は
さ
ら
に
検
討
す
べ
き
課
題
が
あ
る
。

　

第
1
は
、
そ
も
そ
も
東
ア
ジ
ア
環
境
共
同
体

と
は
何
で
あ
る
の
か
、
そ
れ
は
い
わ
ゆ
る
東
ア

ジ
ア
共
同
体
の
議
論
と
ど
の
よ
う
に
関
連
す
る

の
か
と
い
う
点
で
あ
る
。
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
進

展
の
中
で
、
と
も
す
る
と
地
域
協
力
や
地
域
統

合
は
そ
れ
自
体
が
「
善
」
で
あ
り
、「
自
明
の

目
的
」
で
あ
る
か
の
よ
う
に
錯
覚
し
が
ち
で
あ

る
が
、
果
た
し
て
そ
う
な
の
で
あ
ろ
う
か
？

　

こ
の
点
で
は
、先
ご
ろ
出
さ
れ
た
渡
辺
の『
新

脱
亜
論
』（
渡
辺
２
０
０
８
）
は
、
一
見
す
る

と
日
米
同
盟
基
軸
論
に
基
づ
く
極
端
な
東
ア
ジ

ア
共
同
体
批
判
を
行
っ
て
い
る
よ
う
に
み
え
る

が
、
東
ア
ジ
ア
共
同
体
の
形
成
を
無
批
判
に
唱

え
る
議
論
に
対
す
る
冷
静
な
反
省
を
喚
起
す
る

意
見
と
し
て
は
一
読
の
価
値
が
あ
る
。　
　
　

　

渡
辺
は
、
現
在
の
極
東
ア
ジ
ア
の
地
政
学
的

状
況
が
日
清
・
日
露
戦
争
時
の
状
況
に
酷
似
し

て
お
り
、
日
本
は
海
洋
国
家
と
し
て
生
き
る
べ

き
か
、
大
陸
へ
の
関
与
の
中
に
生
き
る
道
を
見

出
す
の
か
が
問
わ
れ
て
い
る
と
の
状
況
認
識
を

示
し
て
い
る
。
そ
の
上
で
、
か
つ
て
の
日
英
同

盟
の
よ
う
に
、
日
本
は
海
洋
国
家
と
し
て
日
米

同
盟
を
基
軸
と
す
べ
き
で
あ
り
、
大
陸
へ
の
関

与
は
戦
前
の
過
ち
を
繰
り
返
す
だ
け
で
あ
り
、

さ
ら
に
、
中
国
の
地
域
覇
権
主
義
の
舞
台
と
な

る
こ
と
が
必
然
で
あ
る
東
ア
ジ
ア
共
同
体
は
実

現
不
可
能
で
あ
る
だ
け
で
な
く
、
実
現
を
目
指

す
べ
き
も
の
で
も
な
い
と
結
論
付
け
て
い
る
。

　

こ
う
し
た
渡
辺
の
主
張
の
背
後
に
は
、
東
ア

ジ
ア
に
お
け
る
国
民
国
家
の
形
成
は
い
ま
だ
不

十
分
で
あ
り
、
欧
州
の
よ
う
な
国
民
国
家
の
形

成
と
成
熟
を
前
提
と
し
た
地
域
統
合
の
議
論

は
、
現
在
の
東
ア
ジ
ア
で
は
成
立
し
な
い
と
の

認
識
が
存
在
す
る
。
も
と
よ
り
渡
辺
も
自
由
貿

易
協
定
（
Ｆ
Ｔ
Ａ
）
な
ど
の
機
能
的
統
合
の
重

要
性
は
認
め
て
い
る
の
で
あ
る
が
、
機
能
的
統

合
を
超
え
た
政
策
協
調
や
超
国
家
機
関
の
設
立

と
い
っ
た
地
域
共
同
体
の
形
成
は
、
国
民
国
家

の
形
成
が
未
成
熟
な
状
態
で
は
覇
権
を
め
ぐ
る

国
家
間
の
闘
争
を
招
き
、
支
配
従
属
の
関
係
を

強
い
る
こ
と
に
な
り
、
平
等
互
恵
の
関
係
に
は

な
ら
な
い
と
す
る
も
の
で
あ
る
。

　

筆
者
は
渡
辺
の
主
張
に
全
面
的
に
賛
成
す
る

も
の
で
は
な
い
が
、
東
ア
ジ
ア
に
お
け
る
国
民

国
家
の
形
成
と
地
域
統
合
の
あ
り
方
と
い
う
論

点
は
、
も
う
一
度
、
真
剣
に
問
い
直
す
べ
き
重

要
な
論
点
で
あ
る
と
考
え
る
。
こ
の
点
で
は
、

東
ア
ジ
ア
地
域
の
社
会
的
環
境
管
理
能
力
の
向

上
を
目
的
と
し
、
各
国
が
自
ら
の
責
任
と
資
源

で
行
う
べ
き
こ
と
（
1
国
ア
プ
ロ
ー
チ
）、
2

国
間
の
環
境
協
力
を
通
じ
て
行
う
べ
き
こ
と

（
2
国
間
ア
プ
ロ
ー
チ
）、
多
国
間
の
地
域
環
境

協
力
に
よ
っ
て
行
う
べ
き
こ
と
（
リ
ー
ジ
ョ
ナ

ル
・
ア
プ
ロ
ー
チ
）、
国
連
な
ど
の
国
際
機
関

や
国
際
環
境
条
約
を
通
じ
て
行
う
べ
き
こ
と

（
グ
ロ
ー
バ
ル
・
ア
プ
ロ
ー
チ
）
の
区
別
と
再

考
が
必
要
で
あ
る
。

　

ま
た
、
寺
西
と
渡
辺
の
両
方
の
議
論
と
も
か

か
わ
る
こ
と
で
あ
る
が
、
地
域
環
境
協
力
の
形

成
と
は
環
境
セ
ク
タ
ー
に
限
定
さ
れ
た
機
能
的

統
合
な
の
か
、
そ
れ
と
も
政
治
・
経
済
、
安
全

保
障
、
価
値
規
範
と
い
っ
た
他
の
機
能
領
域
と

も
関
連
・
相
互
浸
透
す
る
も
の
な
の
か
ど
う
か

と
い
う
点
で
あ
る
。

　

こ
の
点
で
は
、
環
境
問
題
は
そ
も
そ
も
ク
ロ

ス
・
セ
ク
タ
ー
と
し
て
の
性
格
を
持
っ
て
お

り
、
ま
た
狭
い
意
味
で
の
環
境
分
野
だ
け
で
は

持
続
可
能
な
発
展
は
難
し
い
と
い
う
こ
と
を
考

え
る
必
要
が
あ
ろ
う（
欧
州
で
進
ん
で
い
る「
環

境
面
に
配
慮
し
た
政
策
統
合（Environm

ental 

Policy Integration

、
Ｅ
Ｐ
Ｉ
）」
と
い
う
議

論
は
こ
う
し
た
傾
向
を
反
映
し
て
い
る
）。
東

ア
ジ
ア
地
域
に
お
け
る
各
国
の
社
会
的
環
境
管

理
能
力
の
形
成
が
一
定
程
度
（
本
格
的
稼
動
期

ス
テ
ー
ジ
）
に
な
っ
た
段
階
に
お
い
て
、
は
じ

め
て
可
能
と
な
る
多
国
間
の
地
域
環
境
協
力
制

度
は
、
当
然
な
が
ら
環
境
と
い
う
狭
い
分
野
だ

け
に
限
ら
れ
る
も
の
で
は
な
い
。

　

し
か
し
、
現
在
の
東
ア
ジ
ア
途
上
国
の
社
会

的
環
境
管
理
能
力
の
形
成
レ
ベ
ル
は
、
中
国
も

含
め
、
い
ま
だ
汚
染
削
減
に
向
け
た
本
格
的
稼

動
期
に
入
っ
た
と
は
評
価
で
き
な
い
。
し
た

が
っ
て
、
東
ア
ジ
ア
に
お
け
る
多
国
間
地
域
環

境
協
力
制
度
の
構
築
に
は
も
う
少
し
時
間
が
必

要
と
考
え
ら
れ
、
日
本
は
当
面
は
2
国
間
の
国

際
環
境
協
力
（
2
国
間
ア
プ
ロ
ー
チ
）
あ
る
い

は
国
際
環
境
条
約
の
履
行
を
通
じ
た
環
境
協
力

参考文献／戸塚績（2005）、「酸性雨モニタリング・ネットワーク：東アジアのモニタリングを中心に」、『EICA』、10（1）、pp.15-19 ／都丸善央・石井安憲（2007）、
「経済統合のミクロ的基礎理論」、薮下史郎・清水和巳（編）『地域統合の政治経済学』、東洋経済新報社、pp.11-30 ／ UNECE（2008）、Convention on Long-
range Transboundary Air Pollution、http://www.unece.org/env/lrtap/welcome.html、（2008 年 5 月 9 日）／渡辺利夫（2008）、『新脱亜論』、文春新書

参考文献／ Matsuoka、S. ed.（2007）、Effective Environmental Management in Developing Countries: Assessing Social Capacity Development, Palgrave-Macmillan
／宮崎麻美（2007）、「環境ガバナンスにおける「ネットワーク」の意義：東アジア酸性雨モニタリングネッワーク（EANET）を事例として」、『公益学研究』、7（1）、
pp.24-36 ／大塚久雄（1969）、『大塚久雄著作集第 9 巻・社会科学の方法』、岩波書店／裾野玲子（2006）、「日本の酸性雨対策への取組」、『環境技術』、35（11）、
pp.812-817 ／寺西俊一（監修）（2006）、『環境共同体としての日中韓』、集英社新書

表 2　EANET の発展過程

1983 年
環境庁（日本）が 5 カ年計画で本格的な酸性雨調査として「第 1
次酸性雨対策調査」を開始。この調査により、全国的に多くの地
点で pH4 台と欧米並みかそれ以上の酸性降下物を観測した。

1988 年 環境庁「第 2 次酸性雨対策調査」を実施。

1991 年 環境庁「東アジア酸性雨モニタリング・ネットワーク」（EANET）
構想を提唱。

1993 年 第 1 回専門家会合（富山）
環境庁「第 3 次酸性雨対策調査」を実施。

1995 年 第 2 回専門家会合（東京）および第 3 回専門家会合（新潟）

1997 年 第 4 回専門家会合（広島）

1998 年

EANET の試行稼働開始。
第 1 回政府間会合（横浜）
暫定事務局および暫定ネットワークセンター（ADORC、新潟）
を設立。
暫定科学諮問グループ（ISAG）メンバー指名、参加国の国内セン
ター指定。

1999 年 環境庁、第 1 次〜第 3 次酸性雨対策調査の最終とりまとめを発表。

2000 年 第 2 回政府間会合（新潟）

2001 年
EANET の本格稼働開始。
第 1 回科学諮問委員会（チェンマイ）
第 3 回政府間会合（チェンマイ）

2002 年 事務局を UNEP のアジア太平洋地域センター（バンコク）に移転。
第 4 回政府間会合（バンコク）

2003 年 第 5 回政府間会合（パタヤ）

2004 年 JICA 酸性雨モニタリングに関する第三国研修を実施（タイ）
第 6 回政府間会合（シエムリアプ）

2005 年

第 7 回政府間会合（新潟）
EANET と EMEP（欧州監視評価計画）との共同セミナーを実施

（モスクワ）。
EANET 将来展開に係る作業部会会合（WGFD）（新潟）

2006 年 第 8 回政府間会合（ハノイ）

2007 年
第 9 回政府間会合（ビエンチャン）
JICA 課題別研修：東アジア酸性雨モニタリング・ネットワーク
実施。

2008 年 第 10 回政府間会合（プーケット）予定

出所：EANET（2008）などより作成。

表3　日本のEANETへの拠出額（2002年-2008年）

平成 14 年（2002） 165 百万円

平成 15 年（2003） 165 百万円

平成 16 年（2004） 149 百万円

平成 17 年（2005） 119 百万円

平成 18 年（2006） 124 百万円

平成 19 年（2007） 129 百万円

平成 20 年（2008） 129 百万円

出所：環境省資料より作成。
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（
グ
ロ
ー
バ
ル
・
ア
プ
ロ
ー
チ
）
を
主
と
す
べ

き
で
あ
ろ
う
。

　

さ
ら
に
、
上
記
の
記
述
の
限
定
と
し
て
付
け

加
え
る
と
、
東
ア
ジ
ア
途
上
国
の
社
会
的
環
境

管
理
能
力
の
形
成
に
と
っ
て
、
2
国
間
ア
プ

ロ
ー
チ
や
グ
ロ
ー
バ
ル
・
ア
プ
ロ
ー
チ
に
比
較

し
て
、
多
国
間
地
域
環
境
協
力
が
有
効
で
効
率

的
と
な
る
条
件
や
要
因
に
つ
い
て
の
十
分
な
研

究
は
行
わ
れ
て
お
ら
ず
、
今
後
は
本
稿
で
試
み

た
よ
う
な
欧
州
の
Ｌ
Ｒ
Ｔ
Ａ
Ｐ
と
東
ア
ジ
ア
の

Ｅ
Ａ
Ｎ
Ｅ
Ｔ
の
比
較
と
い
っ
た
国
際
比
較
研
究

が
必
要
で
あ
ろ
う
。

　

そ
の
際
、
狭
い
意
味
で
の
地
域
環
境
協
力
の

比
較
研
究
だ
け
で
は
な
く
、
欧
州
地
域
統
合
に

関
す
る
最
近
の
研
究
で
示
唆
さ
れ
て
い
る
よ
う

に
（
遠
藤
２
０
０
８
）、
欧
州
地
域
統
合
の
推

進
力
を
構
成
し
た
政
治･

経
済（
Ｅ
Ｃ
Ｓ
Ｃ
︱

Ｅ

Ｅ
Ｃ
︱

Ｅ
Ｃ
︱

Ｅ
Ｕ
）、
軍
事･

安
全
保
障
（
Ｎ

Ａ
Ｔ
Ｏ
）、
規
範･

社
会
イ
メ
ー
ジ
（
Ｃ
Ｅ
：

欧
州
評
議
会
）
の
三
面
に
わ
た
る
調
和
的
な
分

業
体
制
と
い
っ
た
仕
組
み
構
築
（
総
合
性
・
全

体
性
）
の
重
要
性
を
踏
ま
え
る
こ
と
が
必
要
で

あ
ろ
う
。
こ
う
し
た
多
面
的
な
仕
組
み
（
多
機

能
構
造
）
の
東
ア
ジ
ア
に
お
け
る
構
築
可
能
性

（
渡
辺
的
に
は
不
可
能
性
）
と
い
っ
た
点
を
、

学
際
的
に
究
明
す
る
こ
と
が
、
今
後
の
東
ア
ジ

ア
地
域
統
合
研
究
に
お
い
て
は
不
可
欠
で
あ
ろ

う
。�

■

　

中
国
は
既
に
大
気
汚
染
が
一
番
深
刻
な
国
の

一
つ
に
な
っ
て
い
る
。
大
気
汚
染
を
判
断
す
る

際
、
1
㎥
あ
た
り
の
大
気
中
に
あ
る
浮
遊
粒
子

の
量
を
基
準
に
汚
染
の
レ
ベ
ル
を
判
定
す
る
の

が
一
般
的
な
や
り
方
で
あ
る
。
Ｗ
Ｈ
Ｏ
の
基
準

で
は
浮
遊
粒
子
が
20
㎎
／
㎥
を
超
え
る
と
大
気

汚
染
と
判
断
す
る
。
中
国
で
は
都
市
部
住
民
の

1
％
が
40
㎎
以
下
の
環
境
で
生
活
し
て
お
り
、

58
％
の
都
市
部
住
民
は
１
０
０
㎎
以
上
の
環
境

で
生
活
し
て
い
る
。
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
の
20
数
㎎

に
対
し
、
広
州
市
に
お
け
る
浮
遊
粒
子
の
量
は

既
に
１
０
０
㎎
に
達
し
て
い
る
。

世
界
工
場
の
代
価

　

中
国
で
多
数
の
工
場
が
建
設
さ
れ
、
現
地
に

経
済
発
展
と
雇
用
を
も
た
ら
し
た
。
廉
価
な
商

品
と
豊
富
な
利
益
は
ほ
か
の
地
域
に
持
っ
て
行

か
れ
、
現
地
に
残
し
て
い
る
の
は
環
境
汚
染
、

紙
面
上
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
値
と
健
康
を
失
っ
た

人
々
で
あ
る
。

　

２
０
０
７
年
、
広
東
省
東
莞
市
の
環
境
保
護

部
門
に
は
大
気
汚
染
に
関
す
る
苦
情
が
３
８
６

5
件
も
た
。
東
莞
市
の
経
済
成
長
が
広
東
省
の

経
済
を
力
強
く
牽
引
す
る
と
同
時
に
大
気
汚
染

指
数
も
仏
山
市
を
抜
い
て
広
東
省
ト
ッ
プ
に

な
っ
た
。「
中
国
は
完
全
に
世
界
工
場
と
な
っ

て
い
る
。
そ
れ
に
伴
い
、
大
量
の
緑
地
と
耕
地

が
工
場
と
道
路
に
占
用
さ
れ
た
。
都
市
部
を
取

り
囲
む
環
境
が
破
壊
さ
れ
、
一
部
の
地
域
の
環

境
負
担
は
本
来
の
能
力
を
大
幅
に
超
え
て
い

る
」
と
中
国
空
気
汚
染
地
図
の
制
作
者
で
あ
る

馬
軍
は
い
う
。
そ
し
て
、
都
市
部
の
大
気
汚
染

は
一
つ
の
都
市
に
限
る
も
の
で
は
な
く
、
周
辺

地
域
を
広
く
影
響
す
る
地
域
的
な
問
題
で
あ

る
。
東
莞
市
の
大
気
汚
染
は
広
州
、
深
圳
を
含

め
た
珠
江
デ
ル
タ
地
域
に
広
が
っ
て
い
る
。

　

工
業
化
だ
け
で
は
な
く
急
増
し
て
い
る
自
動

車
台
数
も
環
境
汚
染
の
原
因
と
な
っ
て
い
る
。

２
０
０
７
年
、
広
州
市
の
自
動
車
台
数
は
１
８

０
万
台
を
超
え
、
毎
年
15
万
台
の
ペ
ー
ス
で
増

加
し
て
い
る
。
自
動
車
の
排
気
ガ
ス
に
含
ま
れ

て
い
る
汚
染
物
質
は
大
気
中
汚
染
物
質
の
20
〜

40
％
を
占
め
て
お
り
、
工
業
廃
棄
物
の
次
に
な

る
汚
染
源
で
あ
る
。

　

次
か
ら
次
へ
と
都
市
部
に
流
れ
込
む
大
量
の

農
民
工
は
、
都
市
部
住
民
が
汚
染
さ
れ
た
大
気

の
中
で
生
活
し
て
い
る
こ
と
を
知
ら
な
か
っ

た
。
そ
れ
ど
こ
ろ
か
、
彼
ら
は
空
気
汚
染
が
最

も
深
刻
な
作
業
場
で
、
自
分
の
健
康
を
代
価
に

わ
ず
か
な
俸
給
の
た
め
に
働
い
て
い
る
。

　

筆
者
は
東
莞
市
に
あ
る
工
芸
品
工
場
を
見
学

し
た
。
作
業
現
場
は
樹
脂
と
塗
料
の
臭
い
で
息

が
詰
ま
る
ほ
ど
で
あ
っ
た
が
、
20
歳
前
後
の
女

性
作
業
員
の
多
く
は
何
の
保
護
設
備
も
無
し
に

働
い
て
い
た
。
臭
い
が
我
慢
で
き
る
か
と
い
う

質
問
に
一
人
の
女
性
作
業
員
は
「
時
間
が
長
く

な
っ
て
、
も
う
慣
れ
た
」
と
答
え
た
。

ス
モ
ッ
グ
と
人
の
健
康
問
題

　

２
０
０
７
年
12
月
23
日
、
国
家
環
境
保
護
総

局
が
公
布
し
た
全
国
主
要
都
市
の
空
気
汚
染
指

数
（
Ａ
Ｐ
Ｉ
、
汚
染
レ
ベ
ル
を
1
か
ら
５
０
０

の
数
字
で
表
す
も
の
で
、
数
字
が
高
い
ほ
ど
汚

染
が
深
刻
で
あ
る
こ
と
を
示
す
）
で
、
四
川
省

成
都
市
は
４
２
２
で
ワ
ー
ス
ト
1
位
と
な
っ

た
。
多
く
の
都
市
に
お
い
て
一
年
の
中
で
ス

モ
ッ
グ
の
日
数
が
増
え
て
い
る
。
２
０
０
６

年
、
深
圳
市
で
ス
モ
ッ
グ
の
日
数
は
１
６
４
日

で
あ
っ
た
が
、
２
０
０
７
年
に
は
２
３
１
日
に

増
え
て
い
る
。
広
州
市
で
は
２
０
０
７
年
12
月

だ
け
で
22
日
間
は
ス
モ
ッ
グ
が
発
生
し
た
。

　

ス
モ
ッ
グ
中
の
見
え
な
い
微
細
粒
子
は
人
体

に
悪
影
響
を
与
え
る
。「
汚
染
さ
れ
た
空
気
は

鼻
、
喉
、
気
管
と
い
っ
た
呼
吸
系
統
の
問
題
を

起
こ
す
こ
と
が
あ
る
。
吸
い
込
ん
だ
一
部
の
毒

性
物
質
は
肺
細
胞
の
表
面
に
付
着
し
、
一
部
は

溶
解
・
吸
収
さ
れ
、
血
液
の
流
れ
と
共
に
心
臓

を
含
む
そ
の
他
の
人
体
器
官
に
ま
で
損
害
を
与

え
る
こ
と
が
あ
る
」
と
中
山
大
学
公
共
衛
生
学

院
予
防
医
学
学
科
主
任
の
宋
宏
は
指
摘
す
る
。

　

浮
遊
粒
子
は
伝
染
病
の
流
行
を
助
長
す
る
の

で
、
汚
染
さ
れ
た
大
気
環
境
で
長
期
間
生
活
す

る
人
間
は
身
体
の
免
疫
力
が
大
き
く
弱
ま
る
。

ス
モ
ッ
グ
の
日
に
運
動
す
る
こ
と
は
自
殺
行
為

に
等
し
い
の
で
、
室
外
運
動
を
避
け
、
出
掛
け

る
際
に
は
マ
ス
ク
を
着
用
す
る
よ
う
専
門
家
は

呼
び
か
け
る
。「
都
市
部
に
住
ん
で
い
る
人
は

掃
除
機
の
よ
う
に
毎
日
15
㎎
の
空
気
を
吸
い
込

ん
で
濾
過
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
状
況
が
長

続
き
す
る
と
大
気
汚
染
に
よ
る
人
体
へ
の
悪
影

響
は
チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
リ
の
放
射
能
漏
れ
よ
り
さ

ら
に
深
刻
な
問
題
と
な
り
か
ね
な
い
」
と
例
え

る
専
門
家
も
い
る
。

　

武
漢
同
済
病
院
の
呼
吸
器
内
科
病
棟
で
、
劉

さ
ん
は
静
か
に
病
床
で
休
ん
で
い
る
。
70
歳
を

超
え
た
劉
さ
ん
は
1
週
間
前
に
末
期
の
肺
ガ
ン

と
診
断
さ
れ
た
。
夫
と
と
も
に
タ
バ
コ
を
吸
う

習
慣
が
な
い
本
人
は
こ
の
予
想
も
つ
か
な

か
っ
た
診
断
結
果
に
驚
い
て
い
る
。
劉
さ
ん
と

同
じ
く
、
人
々
は
自
分
が
毎
日
吸
い
込
ん
で
い

る
空
気
が
ど
れ
く
ら
い
危
険
な
の
か
分
か
っ
て

い
な
い
。
多
く
の
都
市
部
住
民
は
身
体
上
の
異

常
を
空
気
と
結
び
つ
け
て
い
な
い
。
し
か
し
、

気
づ
い
た
時
は
も
う
既
に
手
遅
れ
で
あ
る
。

　

中
国
の
大
気
環
境
電
子
地
図
を
開
く
と
、
オ

レ
ン
ジ
の
警
告
色
が
広
い
地
域
を
覆
っ
て
い

る
。
広
州
、
深
圳
、
西
安
、
成
都
、
太
原
、
瀋

陽
、
北
京
、
上
海
と
い
っ
た
都
市
は
す
べ
て
オ

レ
ン
ジ
色
に
な
っ
て
い
る
。
珠
江
デ
ル
タ
地

域
、
四
川
盆
地
、
長
江
デ
ル
タ
地
域
、
華
北
地

域
、
東
北
地
域
に
お
け
る
大
都
市
と
重
工
業
都

市
に
お
け
る
ス
モ
ッ
グ
の
問
題
は
も
っ
と
深
刻

で
あ
る
。

　
「
多
く
の
都
市
部
に
お
い
て
炭
化
水
素
、
二

酸
化
硫
黄
、
窒
素
酸
化
物
の
排
出
量
が
現
在
の

ペ
ー
ス
で
増
加
し
た
場
合
、
２
０
１
０
年
に
な

る
と
、
汚
染
さ
れ
た
都
市
部
の
空
気
で
は
人
類

の
正
常
な
呼
吸
を
保
障
す
る
こ
と
が
で
き
な

い
」
と
中
国
気
象
局
の
王
強
は
い
う
。

　

２
０
０
４
年
、
中
国
都
市
部
に
お
い
て
大
気

汚
染
に
よ
る
死
亡
者
数
は
35
・
8
万
人
だ
っ

た
。
他
に
、
呼
吸
器
と
循
環
器
の
問
題
で
入
院

し
た
患
者
が
64
万
人
、
慢
性
気
管
支
炎
に
初
め

て
感
染
し
た
患
者
が
25
・
6
万
人
い
て
、
そ
の

経
済
損
失
は
１
５
２
７
・
4
億
元
に
上
る
。

遅
れ
て
い
る
観
測
基
準

　

広
州
市
は
全
国
で
い
ち
早
く
ス
モ
ッ
グ
に
対

す
る
予
測
警
報
体
制
が
整
っ
た
都
市
で
あ
る
。

し
か
し
問
題
は
、
現
在
の
空
気
質
量
評
価
体
系

下
で
は
、
ス
モ
ッ
グ
が
発
生
し
た
日
で
も
空
気

汚
染
と
判
断
さ
れ
な
い
こ
と
で
あ
る
。

　

大
気
中
の
浮
遊
粒
子
が
20
㎎
／
㎥
を
超
え
る

と
大
気
汚
染
と
判
断
す
る
Ｗ
Ｈ
Ｏ
の
基
準
に
比

べ
、
中
国
国
内
の
基
準
は
Ｗ
Ｈ
Ｏ
の
基
準
よ
り

5
倍
高
い
１
０
０
㎎
／
㎥
と
な
っ
て
い
る
。
そ

し
て
、
大
気
汚
染
を
判
断
す
る
観
測
項
目
と
し

て
国
際
通
例
で
は
二
酸
化
硫
黄
、
二
酸
化
窒

素
、
オ
ゾ
ン
、
酸
化
炭
素
、
粒
子
状
物
質
（
Ｐ

Ｍ
10
、
Ｐ
Ｍ
2
・
5
、
Ｐ
Ｍ
1
）、
視
程
が
あ

る
こ
と
に
対
し
、
中
国
国
内
で
は
二
酸
化
硫

黄
、
二
酸
化
窒
素
、
Ｐ
Ｍ
10
だ
け
で
あ
る
。
ス

モ
ッ
グ
を
形
成
す
る
主
な
粒
子
は
直
径
が
2
・

5
ミ
ク
ロ
ン
以
下
（
Ｐ
Ｍ
2
・
5
）
の
も
の
で

あ
る
が
、
国
内
の
観
測
項
目
に
入
っ
て
い
な
い

の
で
、
国
内
の
判
断
基
準
で
は
ス
モ
ッ
グ
が
か

か
る
日
で
も
浮
遊
粒
子
が
１
０
０
㎎
以
下
で
あ

れ
ば
大
気
汚
染
と
判
断
さ
れ
な
い
。

　

政
府
環
境
部
門
の
公
式
発
表
で
は
大
気
の
質

が
良
い
と
主
張
す
る
こ
と
に
対
し
、
メ
デ
ィ
ア

と
住
民
側
は
大
気
が
汚
染
さ
れ
て
い
る
と
主
張

す
る
意
見
の
違
い
は
遅
れ
て
い
る
観
測
基
準
が

原
因
で
あ
る
。

　

測
定
基
準
の
問
題
だ
け
で
は
な
い
。
環
境
保

護
政
策
を
実
行
す
る
面
で
も
多
く
の
問
題
が
あ

る
。
汚
水
処
理
設
備
が
整
っ
て
い
る
に
も
か
か

わ
ら
ず
、
コ
ス
ト
削
減
の
た
め
稼
働
し
て
い
な

い
企
業
が
多
数
存
在
す
る
。
そ
し
て
、
企
業
の

環
境
汚
染
に
数
十
億
元
の
罰
金
を
か
せ
る
先
進

国
の
基
準
に
比
べ
、
中
国
国
内
で
の
罰
金
は
異

常
に
少
な
く
、
数
十
万
元
に
過
ぎ
な
い
。
法
律

を
守
る
コ
ス
ト
よ
り
法
律
を
違
反
す
る
コ
ス
ト

が
遥
か
に
低
い
現
状
で
企
業
に
よ
る
環
境
破
壊

を
阻
止
す
る
に
は
無
理
が
あ
る
。

　

２
０
０
５
年
、
国
家
環
境
保
護
総
局
は
全
国

10
の
省
と
都
市
を
グ
リ
ー
ン
Ｇ
Ｄ
Ｐ
実
験
地
域

と
指
定
し
た
。
し
か
し
、
環
境
汚
染
と
汚
染
に

よ
る
経
済
損
失
を
主
な
内
容
と
す
る
グ
リ
ー
ン

Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
つ
い
て
地
方
政
府
か
ら
強
い
抵
抗
が

あ
っ
て
、
一
部
の
地
域
は
実
験
地
域
か
ら
撤
退

す
る
こ
と
を
求
め
た
。

　

２
０
０
８
年
、
国
務
院
は
環
境
保
護
総
局
を

環
境
保
護
部
に
昇
格
し
、
環
境
保
護
を
重
視
す

る
姿
勢
を
み
せ
た
。
そ
し
て
、
２
０
０
８
年
5

月
1
日
よ
り
『
環
境
信
息
公
開
弁
法
』（
環
境

情
報
公
開
規
則
）
が
実
施
さ
れ
、
環
境
保
護
に

関
す
る
企
業
の
情
報
を
公
開
す
る
こ
と
に

な
っ
た
。
こ
れ
は
メ
デ
ィ
ア
と
大
衆
が
も
っ
と

積
極
的
に
企
業
に
よ
る
環
境
破
壊
行
為
を
監
視

す
る
こ
と
と
つ
な
が
る
。�

■

中
国
の
大
気
汚
染
：
現
状
と
問
題
点

姚 

憶
江（『
南
方
週
末
』記
者
）　
訳
・
任
哲（
早
稲
田
大
学
ア
ジ
ア
研
究
機
構
研
究
員
）

よ
う 

お
く
こ
う　

中
国
江
西
省
出
身
。華
中
科
技
大
学
教
育
学
博
士
。湖
北
教
育
新
聞
社
記
者
、雑
誌『
学

校
党
建
與
思
想
教
育
』の
編
集
者
、雑
誌『
科
学
課
』編
集
長
な
ど
を
経
て
現
職
。科
学
、民
生
、環
境
、教
育
問

題
を
中
心
に
取
材
し
、環
境
保
護
宣
伝
活
動
に
積
極
的
に
か
か
わ
っ
て
い
る
。
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